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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　撮像素子を具備したカメラ本体に対して着脱可能な交換レンズであって、
　前記撮像素子に対してレンズ群をティルト方向に移動させるティルト手段と、
　前記撮像素子に対して前記レンズ群をシフト方向に移動させるシフト手段と、
　前記シフト手段及び前記ティルト手段を光軸周りに相対的に回転させることにより、前
記シフト手段及び前記ティルト手段の相対角度を変更させる相対角度変更手段と、
　前記相対角度変更手段による前記相対角度を検出する相対角度検出手段と、
　前記カメラ本体が撮影時における制御方法の決定と前記撮像素子によって得た画像の補
正とのうち少なくとも１つを行うために、前記相対角度検出手段の検出結果を前記カメラ
本体に送信する制御手段と、を有することを特徴とする交換レンズ。
【請求項２】
　前記相対角度検出手段は、前記制御手段の搭載されている部材に搭載されることを特徴
とする請求項１に記載の交換レンズ。
【請求項３】
　前記シフト手段、前記相対角度変更手段、前記ティルト手段は、この順で前記光軸方向
に並んで配置されていることを特徴とする請求項１または２に記載の交換レンズ。
【請求項４】
　撮像素子を具備したカメラ本体に対して着脱可能な交換レンズであって、
　前記撮像素子に対してレンズ群をティルト方向に移動させるティルト手段と、
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　前記撮像素子に対して前記レンズ群をシフト方向に移動させるシフト手段と、
　前記シフト手段及び前記ティルト手段を光軸周りに相対的に回転させることにより、前
記シフト手段及び前記ティルト手段の相対角度を変更させる相対角度変更手段と、を有し
、
　前記相対角度変更手段は、
　前記ティルト手段に固定され、前記シフト手段と径嵌合する嵌合部材と、
　前記シフト手段に対して前記光軸周りの回転運動を規制され、前記嵌合部材を前記シフ
ト手段の方向へ付勢する付勢部材とからなり、
　前記嵌合部材は、前記ティルト手段と前記光軸を中心として一体となり、前記付勢部材
及び前記シフト手段に対して相対的に回転することを特徴とする交換レンズ。
【請求項５】
　前記相対角度変更手段は、
　軸ネジ及び弾性部材により前記付勢部材を介して前記嵌合部材を前記シフト手段に付勢
し、
　前記軸ネジは、ネジが刻まれている第１の径を持つ第１の円柱と、前記付勢部材と径嵌
合し、軸ネジの軸に垂直な面で前記シフト手段と突き当たる突き当て面を有する前記第１
の径よりも大きい第２の径を持つ第２の円柱と、前記付勢部材が外部からの衝撃によって
前記光軸方向に移動させられたときに前記軸に垂直な面で当接し、前記付勢部材が脱落す
るのを防止する前記第２の径よりも大きい第３の径を持つ第３の円柱と、前記弾性部材と
当接し、前記弾性部材を介して前記付勢部材を前記シフト手段に付勢する前記第３の径よ
りも大きい第４の径を持つ第４の円柱とからなることを特徴とする請求項４に記載の交換
レンズ。
【請求項６】
　前記シフト手段には前記光軸方向に凸であり、前記光軸方向に移動可能な凸部が配置さ
れ、
　前記嵌合部材には前記凸部と嵌合可能な前記光軸方向に凹んだ凹部が所定の間隔で配置
され、
　前記凸部が前記凹部に挿入されたとき、前記嵌合部材の前記光軸周りの回転がロックさ
れるロック手段を有することを特徴とする請求項４または５に記載の交換レンズ。
【請求項７】
　前記嵌合部材の内周に突起部が配置され、
　前記シフト手段の前記突起部と同じ径の円周上に突起が所定の間隔で配置され、
　前記嵌合部材は前記突起部が側面で前記突起と当接することによって、前記光軸周りの
回転が前記突起の所定の間隔で規制される回転規制手段を有することを特徴とする請求項
４乃至６のいずれか１つに記載の交換レンズ。
【請求項８】
　撮像素子を具備したカメラ本体に対して着脱可能な交換レンズであって、
　前記撮像素子に対してレンズ群をティルト方向に移動させるティルト手段と、
　前記撮像素子に対して前記レンズ群をシフト方向に移動させるシフト手段と、
　前記シフト手段及び前記ティルト手段を光軸周りに相対的に回転させることにより、前
記シフト手段及び前記ティルト手段の相対角度を変更させる相対角度変更手段と、を有し
、
　前記相対角度変更手段は、
　前記シフト手段に固定され、前記ティルト手段と径嵌合する嵌合部材と、
　前記ティルト手段に対して前記光軸周りの回転運動を規制され、前記嵌合部材を前記テ
ィルト手段の方向へ付勢する付勢部材とからなり、
　前記嵌合部材は、前記シフト手段と前記光軸を中心として一体となり、前記付勢部材及
び前記ティルト手段に対して相対的に回転することを特徴とする交換レンズ。
【請求項９】
　前記相対角度変更手段は、
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　軸ネジ及び弾性部材により前記付勢部材を介して前記嵌合部材を前記ティルト手段に付
勢し、
　前記軸ネジは、ネジが刻まれている第１の径を持つ第１の円柱と、前記付勢部材と径嵌
合し、軸ネジの軸に垂直な面で前記ティルト手段と突き当たる突き当て面を有する前記第
１の径よりも大きい第２の径を持つ第２の円柱と、前記付勢部材が外部からの衝撃によっ
て前記光軸方向に移動させられたときに前記軸に垂直な面で当接し、前記付勢部材が脱落
するのを防止する前記第２の径よりも大きい第３の径を持つ第３の円柱と、前記弾性部材
と当接し、前記弾性部材を介して前記付勢部材を前記ティルト手段に付勢する前記第３の
径よりも大きい第４の径を持つ第４の円柱とからなることを特徴とする請求項８に記載の
交換レンズ。
【請求項１０】
　前記ティルト手段には前記光軸方向に凸であり、前記光軸方向に移動可能な凸部が配置
され、
　前記嵌合部材には前記凸部と嵌合可能な前記光軸方向に凹んだ凹部が所定の間隔で配置
され、
　前記凸部が前記凹部に挿入されたとき、前記嵌合部材の前記光軸周りの回転がロックさ
れるロック手段を有することを特徴とする請求項８または９に記載の交換レンズ。
【請求項１１】
　前記嵌合部材の内周に突起部が配置され、
　前記ティルト手段の前記突起部と同じ径の円周上に突起が所定の間隔で配置され、
　前記嵌合部材は前記突起部が側面で前記突起と当接することによって、前記光軸周りの
回転が前記突起の所定の間隔で規制される回転規制手段を有することを特徴とする請求項
８乃至１０のいずれか１つに記載の交換レンズ。
【請求項１２】
　請求項１乃至１１のいずれか１つに記載の交換レンズとカメラ本体とからなるカメラシ
ステム。
【請求項１３】
　前記カメラ本体は前記交換レンズから送信された前記相対角度検出手段の検出結果に基
づいて、露出制御方法の変更、周辺光量補正、シャッタ駆動制御方法の変更、収差補正、
フォーカス駆動制御方法の変更の内、少なくとも１つを行うことを特徴とする請求項１２
に記載のカメラシステム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、一眼レフ型デジタルカメラに着脱可能な交換式カメラレンズの中で、ティル
ト、及びシフト可能なアオリ機構を有する交換式カメラレンズに関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　撮像面（撮像素子）に対し、通常では撮像面に垂直であるレンズの光軸を傾斜させるテ
ィルトや、通常では撮像面の中心を通るレンズの光軸を平行移動させるシフトが可能な（
二つをまとめてアオリ撮影可能と称する）交換レンズが従来から提案されている。
【０００３】
　上述したティルトやシフトといったアオリ機能を用いると、被写界深度の任意のコント
ロールやパースペクティブの補正が可能となるが、同時に問題点も発生する。すなわち、
レンズをティルト、シフトすることで主光線が傾くことや、光線のケラレにより、撮像面
や測光センサに達する光量の低下が起こり、適正露光での撮影が不可能となる。
【０００４】
　他にも、シフトを行うことで、シフト方向の像高が極端に高くなり、諸収差の影響や、
周辺光量の変化により、シフト方向の左右で画像が顕著に違って見える他、測距センサに
対する条件が変化する為、適正なオートフォーカスが困難となるといった問題がある。
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【０００５】
　上述した問題を解決する為に、特許文献１では、シフト量、ティルト量、光軸中心の回
転角度を検出し、露出の補正量をマトリックス表を用いて選択するという提案がなされて
いる。
特許文献１では、撮像装置であるカメラに取り外し可能に結合される固定部に対して、レ
ンズ全体が回転する全体回転部を有し、平行移動するシフト部が回転部に対してメカ的に
連結されている。また、ティルト方向とシフト方向は或る関係で固定されており、ティル
ト方向とシフト方向の回転角度のうち、一方を検出すれば、もう一方の角度も既知となる
。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開平４－１４５４２１号
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　しかし、今では、多彩な撮影場面を想定し、ティルト方向とシフト方向のユーザーによ
る自由な変更が望まれるようになっている。この場合、適切な補正量を算出するためには
、ティルト方向、シフト方向の移動を検出する構成に加えて、ティルト方向とシフト方向
の相対角度を検出する構成も必要となってくる。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　上記の課題を解決するために、本発明は、撮像素子を具備したカメラ本体に対して着脱
可能な交換レンズであって、前記撮像素子に対してレンズ群をティルト方向に移動させる
ティルト手段と、前記撮像素子に対して前記レンズ群をシフト方向に移動させるシフト手
段と、前記シフト手段及び前記ティルト手段を光軸周りに相対的に回転させることにより
、前記シフト手段及び前記ティルト手段の相対角度を変更させる相対角度変更手段と、前
記相対角度変更手段による前記相対角度を検出する相対角度検出手段と、前記カメラ本体
が撮影時における制御方法の決定と前記撮像素子によって得た画像の補正とのうち少なく
とも１つを行うために、前記相対角度検出手段の検出結果を前記カメラ本体に送信する制
御手段と、を有することを特徴とする。
【０００９】
　また、本発明は、撮像素子を具備したカメラ本体に対して着脱可能な交換レンズであっ
て、前記撮像素子に対してレンズ群をティルト方向に移動させるティルト手段と、前記撮
像素子に対して前記レンズ群をシフト方向に移動させるシフト手段と、前記シフト手段及
び前記ティルト手段を相対的に回転させることにより、前記シフト手段及び前記ティルト
手段の相対角度を変更させる相対角度変更手段と、を有し、前記相対角度変更手段は、前
記ティルト手段に固定され、前記シフト手段と径嵌合する嵌合部材と、前記シフト手段に
対して光軸周りの回転運動を規制され、前記嵌合部材を前記シフト手段の方向へ付勢する
付勢部材とからなり、前記嵌合部材は、前記ティルト手段と光軸を中心として一体となり
、前記付勢部材及び前記シフト手段に対して相対的に回転することを特徴とする。
【発明の効果】
【００１０】
　本発明によれば、ティルト方向とシフト方向が任意の角度に回転可能であることから、
撮影できるシチュエーションの幅が広がる。さらに、上記のような構成を組み込んでも、
適切な補正量の算出を実現することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１１】
【図１】本実施例に利用できるカメラシステムのブロック図。
【図２】本実施例における交換式カメラレンズの横断面図。
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【図３】本実施例における交換式カメラレンズの分解斜視図。
【図４】本実施例におけるシフト部、ティルト部の連結部分の詳細図。
【図５】本実施例における交換式カメラレンズの内観図。
【図６】図５におけるセンサ設置部分の拡大図。
【図７】本実施例における回転規制手段、ロック手段、相対角度検出手段を含む分解斜視
図。
【発明を実施するための形態】
【００１２】
　本発明を実施するための形態を、以下の実施例により説明する。
【実施例１】
【００１３】
　図１は、本実施例を利用可能なカメラシステムの構成を示すブロック図である。図２、
３は本実施例における交換式カメラレンズの横断面図と分解斜視図である。図１において
、１００はカメラ本体であり、一眼レフ型デジタルカメラである。２００はカメラ本体１
００に着脱可能な交換式カメラレンズ（交換レンズ）である。これらカメラ本体と交換レ
ンズとによってカメラシステムが構成される。
【００１４】
　２０１は第１レンズ群、２０２はフォーカスレンズ群（２０１、２０２併せてレンズ群
と称する）、２０３は絞りである。２０４はフォーカスレンズ群２０２の位置を検出する
フォーカス位置検出手段である。２０５は絞り駆動手段であり、レンズＣＰＵ２０６から
の信号に基づいて絞り２０３の開口径を制御する。２０７～２２２で示される本願発明の
特徴部分であるティルト方向・シフト方向の移動や相対回転、レンズ全体の全体回転など
の機構については後述する。
【００１５】
　２０６はレンズＣＰＵ（制御手段）であり、カメラＣＰＵ１１１とレンズ通信手段２２
３およびカメラ通信手段１０３を介して情報の送信と受信を行い、またレンズ内全般の制
御を司る。２０４はフォーカスレンズ位置検出手段であり、主に外付けストロボ（カメラ
に最初から備え付けられていてもよい）の光量の制御に用いられる。２２４はＲＯＭ等で
構成される記憶手段であり、交換レンズ２００の固有の識別番号（ＩＤ）、焦点距離情報
やティルト、シフト移動したときの瞳位置移動量をマトリックスとして格納している。記
憶手段２２４に格納された情報は、レンズＣＰＵ２０６が随時読み出すことができる。
【００１６】
　被写体３００からの入射光は、交換レンズ２００内のレンズ群２０１、フォーカスレン
ズ群２０２、絞り２０３を通過してカメラ本体１００内に入射される。カメラ本体１００
ではクイックリターンミラー１０１が退避した状態では、撮像素子１０２に入射光が取り
込まれ、撮影される。クイックリターンミラー１０１が通常位置にいる場合には、入射光
は９０°方向を曲げられ、ペンタプリズム１０８に入射される。ペンタプリズム１０８を
通過した光束はファインダー光学系１１４を通過して光学ファインダー像として撮影者に
視認される。１０９はクイックリターンミラー制御手段であり、１０１のクイックリター
ンミラーのミラーアップ、ミラーダウンをカメラＣＰＵ１１１からの信号に応じて制御し
ている。また、１１０は測光手段であり、装着された交換レンズ２００を通過した光量に
基づいて測定され、測光情報としてカメラＣＰＵ１１１へと伝達される。１１３は２段ス
イッチで構成されたレリーズスイッチであり、１段目のオンにより測光、焦点検出を開始
させる撮影準備命令（ＳＷ１）信号が出力され、２段目のオンにより撮像素子１０２によ
る露光記録を開始させる露光開始命令（ＳＷ２）信号が出力される。これらＳＷ１信号お
よびＳＷ２信号はカメラＣＰＵ１１１に入力される。
【００１７】
　撮像素子１０２において光電変換により得られた出力信号は、不図示の画像処理回路で
増幅され、デジタル映像信号としてカメラＣＰＵ１１１に入力される。本実施例のカメラ
システムでは、この映像信号を用いて、動画像もしくは静止画像を形成する。１０４は焦
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点検出手段（ＡＦセンサ）であり、クイックリターンミラー１０１のハーフミラー部を通
過して折り曲げられた光束を利用して位相差検出方式にて合焦状態を検出する。
【００１８】
　次に図３に示した本実施例におけるティルト・シフト可能なレンズ鏡筒の機構について
説明する。２０７は全体回転手段である全体回転部であり、全体回転部２０７よりも被写
体側にあるレンズ全体を光軸中心に回転させる機能を持ち、デジタルカメラとの接続部で
あるマウント２０８に固定される固定部２０９に対して±９０°回転可能に連結されてい
る。本実施例では、３０°毎の計７個のクリック機構と、０°、＋９０°、－９０°の位
置で回転をロックできるロック機構を備えている。また、全体回転角度検出手段２１０に
よって、その光軸中心の回転量（角度）が±９０°の範囲で検出される。
【００１９】
　２１１はシフト手段であるシフト部であり、シフト部２１１よりも被写体側にあるレン
ズ全体を、光軸に対して垂直な方向に平行移動させる機能を持ち、全体回転部２０７にシ
フト可能に連結されている。図４にはシフト部の駆動機構がわかる内観図を示している。
本実施例では、シフト部２１１と全体回転部２０７がアリ溝を用いてシフト可能に連結さ
れており、シフト操作ノブと同軸に直結されたシフト駆動ギア２１２とラック２１３）に
より、ノブによる回転運動を直進運動に変換してシフト操作可能としている。また、シフ
ト量±０の位置でのクリック機構と、任意の位置でシフト移動を止められるシフトロック
機構を有している。また、シフト量検出手段２１４によって実際のシフト移動量を、移動
方向である正負の判別を含めて検出される。
【００２０】
　２１５はティルト部２２１とシフト部２１１を相対的に回転させる（以下、ＴＳ回転）
動きを担う第１ＴＳ回転部（嵌合部材）であり、シフト部２１１に対して０°～９０°の
範囲でＴＳ回転可能に連結されている。本実施例では、４５°毎の計３個のクリック機構
を持ち、また、０°、９０°の位置で回転をロックできるロック機構を備えている。
【００２１】
　第１ＴＳ回転部２１５は図４に示すように、シフト部２１１に対して径嵌合を持ってい
る。また、押さえ板２１６（付勢部材）がシフト部２１１に対して第１ＴＳ回転部２１５
を、４本の軸ネジ２１７と弾性部材２１８を介して付勢しており、倒れや光軸方向のガタ
無しに光軸中心に回転摺動可能としている。軸ネジ２１７は、第１の径をもつ第１の円柱
部２１７ａ、第２の径をもつ第２の円柱部２１７ｂ、第３の径をもつ第３の円柱部２１７
ｃ、第４の径をもつ第４の円柱部２１７ｄで構成されており、番号の大きな径ほど大きい
値をとる。図のように、第２の円柱部２１７ｂと突き当て部２１７ｅにてシフト部２１１
に位置決めされ、第１の円柱部２１７ａにあるネジ部にてシフト部２１１に固定されてい
る。また、第２の円柱部２１７ｂにて押さえ板２１６の光軸中心の回転方向の移動を規制
しており、光軸方向には移動可能としている。さらに、第２の円柱部２１７ｂと第３の円
柱部２１７ｃにて作られる段差である押さえ板抜け止め部２１７ｆが押さえ板２１６の抜
け止めの役割を果たす。具体的には、外部からの衝撃が加わったときに弾性部材２１８が
押さえ板２１６にて完全に圧縮される前に、押さえ板抜け止め部２１７ｆが先当たりし、
脱落を防止する構造となっている。本実施例では弾性部材２１８としてバネ座金を使用し
ている。第３の円柱部２１７ｃにて内周部を挿通し、第３の円柱部２１７ｃと第４の円柱
部２１７ｄとの段差である弾性部材付勢部２１７ｇと押さえ板との間で圧縮されることに
より、第１ＴＳ回転部２１５をシフト部２１１に付勢している。ここで、弾性部材２１８
はバネ座金に限定されず、圧縮コイルバネや板バネ等、同様の役割を果たすものを使用し
てもよい。
【００２２】
　２２０は第１ＴＳ回転部２１５と共にＴＳ回転を担う第２ＴＳ回転部であり、ティルト
部２２１との摺動面として凸面の円の一部を有し、第１ＴＳ回転部２１５に固定され、第
１ＴＳ回転部２１５と一体となってＴＳ回転する。すなわち本実施例では、押さえ板２１
６はシフト部２１１に固定され、第１ＴＳ回転部２１５はティルト部２２１と一体となっ
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てシフト部２１１に対して回転移動することでＴＳ回転が可能になっている。
【００２３】
　また、本実施例では、嵌合部材をシフト部２１１と径嵌合させ、付勢部材をもって嵌合
部材をシフト部２１１に付勢し、ティルト部２２１と一体となった嵌合部材が光軸周りに
回転することによって、ＴＳ回転を実現している。しかし、ティルト部２２１とシフト部
２１１との関係が逆であっても良い。すなわち、嵌合部材をティルト部２２１と径嵌合さ
せ、付勢部材をもって嵌合部材をティルト部２２１に付勢し、シフト部２１１と一体とな
った嵌合部材が光軸周りに回転し、ＴＳ回転を実現するような構成をとってもよい。
また、ＴＳ回転角度検出部（相対角度検出手段）２１９によって、０°～９０°の範囲で
光軸中心のＴＳ回転量が検出される。上記構成により、本実施例では、径方向、光軸方向
への巨大化を最小限とし、さらに、第１ＴＳ回転部２１５とシフト部２１１が互いに引き
合う方向に付勢する構造となっているため、倒れやガタの発生を防ぎ、光学性能の劣化を
起こさずにＴＳ回転を可能としている。
ティルト部２２１はティルト手段であり、ティルト部２２１よりも被写体側にあるレンズ
全体を、レンズ光軸に対して垂直なあるティルト回転中心を軸にしてカメラ本体１００に
対して傾斜させる機能を持つ。具体的には、第２ＴＳ回転部２２０とティルト部２２１の
接触面が、同一の中心軸と同半径を持つ凸面と凹面の円の一部として形成されている。以
上のように、本実施例では第１ＴＳ回転部２１５、押さえ板２１６によってティルト部２
２１とシフト部２１１の相対角度を変更させる相対角度変更手段を形成する。さらに、本
実施例で用いた軸ネジ２１７を用いることにより径方向、光軸方向への巨大化を最小限と
する構成で、かつ倒れやガタの発生の少ない相対角度変更手段を実現している。
【００２４】
　また、本実施例では駆動手段であるティルト操作ノブに直結されたギアの回転を、減速
比が大きく、ティルト回転中心に軸を持つ外歯車による回転に変換することで、ティルト
駆動可能としている。ここで、ティルト回転中心軸は、前後のレンズ主点位置のどちらか
の近傍に置くことが望ましい。本実施例ではさらに、ティルト量±０°の位置でのクリッ
ク機構と任意の位置でティルト移動を止められるティルトロック機構を有している。また
、２２２であるティルト量検出手段によって実際のティルト移動量を、移動方向である正
負の判別を含めて検出される。上述の２０７～２２２の手段を用いて、あらゆる方向に、
ティルトとシフトを組み合わせて使用することが可能となる。２２８はレンズ群２０１、
フォーカスレンズ群２０２、絞り２０３を保持するレンズ鏡筒である。
【００２５】
　次に、図５，６を用いて、本発明におけるティルト量、シフト量、全体回転角度、ＴＳ
回転角度の検出手段の構成について説明する。図４、５は、第１ＴＳ回転部２１５から第
２ＴＳ回転部２２０より被写体側にある構成部品を取り外した内観図である。
【００２６】
　全体回転部２０７によって変更可能な全体回転角度θＡＬＬは、固定部２０９に固定さ
れたブラシと全体回転部２０７に貼り付けられたエンコーダパターン（ゾーンパターン）
によって３０°毎に検出される。本実施例では、－９０°、±０°、９０°位置のロック
機構と、３０°毎のクリック機構があるため、検出切替位置は、それぞれのクリック位置
中心としている（－７５°、－４５°－１５°、＋１５°、＋４５°、＋７５°の位置で
検出信号が切り替わる）。
【００２７】
　シフト部２１１によって変更可能なシフト量は、シフト量検出手段２１４、本実施例で
はシフト操作ノブと同軸に直結されたシフト駆動ギア２１２から分岐された検出ギア２２
５に取り付けられた回転量を検出するポテンショメータにより検出される。本実施例では
、シフト駆動ギア２１２と検出ギア２２５、シフト駆動ギア２１２とラック２１３との互
いの軸間距離を等しくすることでバックラッシュを打ち消すことを可能とし、実際のシフ
ト量と検出量との誤差を最小としている。
【００２８】
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　ＴＳ回転部（２１５、２２０）によって変更可能なＴＳ回転角度θＴＳは、図６に示さ
れるように、３位置を検出するレバースイッチ２２６により検出される。より具体的には
、シフト部２１１に外向きに取り付けられたレバースイッチ２２６に対して、第１ＴＳ回
転部２１５にレバーが入りこむ凹部２２７が設けられている。第１ＴＳ回転部２１５がシ
フト部２１１に対して切替角度まで相対回転させられると、凹部が途切れ、レバースイッ
チが倒される構造となっている。本実施例では、０°、９０°位置のロック機構と、４５
°毎のクリック機構があり、検出切替位置は、それぞれのクリックとロック位置の中点と
している（２２．５°、６７．５°の位置で検出信号が切り替わる）。また、本実施例で
はＴＳ回転角度検出手段をレンズの基盤回路の設置された（制御手段の搭載された）シフ
ト部２１１に搭載している。これは、基盤との間に複数の部材をまたぐと、その間で通信
を行うフレキシブルプリント基板などが必要となり、ＴＳ回転部やティルト部２２１、シ
フト部２１１が図３のように移動する本構成では移動しても線が切れないように長さに余
裕を持たせるなどしなければならないからである。本実施例ではその心配がなく、無駄な
配線のない省スペースな設置を実現している。
【００２９】
　図７に第１ＴＳ回転部２１５及びシフト部２１１に設けられた、ＴＳ回転量（０°～９
０°）を規制する回転規制部（回転規制手段）と、ＴＳ回転をロックするロック部（ロッ
ク手段）、ＴＳ回転角度検出部２１９の配置を示した。本実施例において、これらの三要
素は光軸方向において同一の領域に配置されている。回転規制部は、第１ＴＳ回転部２１
５の内周に設けられた突起部２３１が、シフト部２１１上で突起２３１と同じ径の円周上
に設けられた突起２３２と当接することにより規制される。本実施例では、突起２３２は
軸ネジ２１７のネジ受けとしても用いられており、図のように９０°間隔で設けられてい
る。突起部２３１は、この９０°間隔の突起２３２によって０°、９０°のところで側面
が突起２３２に当接し、ＴＳ回転を規制される。ロック部は、シフト部２１１上で光軸方
向に進退するスイッチ２２９の凸部が、第１ＴＳ回転部２１５にそれぞれ所定間隔ずれた
位置にスイッチ２２９の凸部と嵌合可能に設けられたロック穴２３０に挿入されることに
よりロックされる。ロック穴２３０は本実施例では９０°間隔で２つ設けられている。さ
らに、前述したＴＳ回転角度検出部２１９及び凹部２２７を、光軸方向において同一の領
域の、残りの円周部分に配置させることにより、これら三要素を備えていながら光軸方向
の厚みを最小限とすることが可能となっている。
【００３０】
　ティルト部２２１によって変更可能なティルト量は、ティルト量検出手段２２２、本実
施例ではティルト操作ノブに対して同軸に直結されたティルト駆動ギアの軸部が直接挿入
されているポテンショメータによって計測される。ポテンショメータはダイレクトにティ
ルト操作ノブの回転量を検出している。上記の構成により、検出されたシフト量、ティル
ト量、全体回転角度θＡＬＬ、ＴＳ回転角度θＴＳは、レンズＣＰＵ２０６にて、射出瞳
位置の変化量として計算され、記憶手段２２４に格納される。レンズＣＰＵ２０６は必要
に応じて、射出瞳位置情報を取得し、撮影時には露出制御方法の変更、シャッタ駆動制御
方法の変更、フォーカス駆動制御方法の変更を行う際に使用する。また、取得した画像デ
ータに対しても、周辺光量補正、諸収差補正を行う際に、上記射出瞳位置情報を利用する
。
【００３１】
　以下では、上記使用例の一つとして、本実施例で使用している露出制御方法の変更につ
いて説明する。全体回転角度検出手段２１０、シフト量検出手段２１４、ＴＳ回転角度検
出部２１９、ティルト量検出手段２２２からの検出結果はレンズＣＰＵ２０６に入力され
、マトリックスにより所定の露出補正値が選択される。求められた露出補正値は、レンズ
通信手段２２３を通してカメラ本体側へと送信される。カメラ側では、レリーズスイッチ
１１３がＯＮされることにより、測光手段１１０にて測光される情報を前記露出補正値に
基づいて加工し、カメラＣＰＵ内の露出情報設定回路に入力される。露出情報設定回路で
は、ユーザーにより設定されたシャッタ優先時、絞り優先時といった撮影モードの判定や
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ＣＰＵ内の露出制御回路に伝える。上記流れを行うことで、アオリ撮影時にも、適正露光
での撮影を可能としている。
【００３２】
　本実施例ではＴＳ相対角度の検出に３位置のレバースイッチを用いた例について記述し
たが、回転量を検出するものであれば、全体回転角度を検出したときのようにブラシとエ
ンコーダパターンを用いて検出してもよい。また、ポテンショメータを用いたり、ホール
素子やＰＳＤを用いたりしてもよい。他にも、ＳＲスケールのような相対角度を検出する
機構を用いることで、より高精度に回転角度を検出することもできる。しかし、前述した
ように回転規制部、ロック部、ＴＳ回転角度検出部を光軸方向において同一の領域におく
などして、光軸方向の厚みや径方向の小型化を考慮すると、本願発明で用いたレバースイ
ッチが、省スペースの点で有利である。
【符号の説明】
【００３３】
　１００　カメラ本体
　２００　交換レンズ
　３００　被写体
　１１１　カメラＣＰＵ
　２０７　全体回転部
　２０８　マウント
　２０９　固定部
　２１１　シフト部
　２１２　シフト駆動ギア
　２１３　ラック
　２１５　第１ＴＳ回転部
　２１６　押さえ板
　２１７　軸ネジ
　２１８　弾性部材
　２２０　第２ＴＳ回転部
　２２１　ティルト部
　２２５　検出ギア
　２２６　レバースイッチ
　２２７　凹部
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              特開平０４－０４０４３３（ＪＰ，Ａ）　　　

(58)調査した分野(Int.Cl.，ＤＢ名)
              Ｇ０２Ｂ　　　７／０２　　－　　７／１０５
              Ｇ０２Ｂ　　　７／１２　　－　　７／１６
              Ｇ０３Ｂ　　　５／０６　　　　
              Ｇ０３Ｂ　　１７／０４　　－　　７／１７　　
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